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⚫ 2026 年２月の日本株式は、衆院選での与党大勝を好感し日経平均株価、ＴＯＰＩＸとも史上

最高値を大きく更新するなど急伸した。 

 

⚫ ２月は米国株市場が足踏みをする中、事前の予想を上回る選挙結果を受け、高市政権の

安定化や経済政策への期待から、海外投資家の大規模な買いが株価を押し上げた。 

 

⚫ 日経平均株価は６万円も視野に入ってきているが、期待先行で株価が上昇してきた面も強

く、現在の株価が維持・定着するには、企業業績のさらなる拡大が不可欠であり、高値故

の反落リスクにも警戒が必要だろう。 

 
【図表】 日経平均株価とドル/円レートの推移 

 
（資料） LSEGより作成。 

 

152

154

156

158

160

162

164

166

168

44,000

46,000

48,000

50,000

52,000

54,000

56,000

58,000

60,000

'25年12月 '26年1月 2月

（円） （円）

日経平均株価

（左軸）

米ドル/円

（右軸）

（円） （円）

2026-03-03 

基礎研 

レター 

衆院選大勝、６万円を伺う日本株 
～2026年２月の日本株式の振り返りと今後のポイント～ 
 

 

 

 

 

金融研究部 主任研究員 前山 裕亮 

(03)3512-1785  ymaeyama@nli-research.co.jp 

ニッセイ基礎研究所 

ニッセイ基礎研究所 HP：https://www.nli-research.co.jp/?site=nli 

https://www.nli-research.co.jp/?site=nli


 

 

2｜               ｜ニッセイ基礎研レター 2026-03-03｜Copyright ©2026 NLI Research Institute All rights reserved 

1――日経平均株価は急伸し史上最高値を大きく更新 

 

2026年２月の日本株式を振り返ると、上旬は衆議院選挙で与党優勢が伝わる中、良好な企業決算や

円安、米株高などが支えとなり大きく上昇した。日経平均株価は３日に５万 4,700円台に乗せ、その

後は利益確定売りに押される場面も見られたが５万 4,000円前後で推移した。さらに８日に衆議院選

挙で与党が大勝すると９日、10日と急伸し、10日に５万 7,600円台をつけた。 

 

中旬から下旬にかけては、利益確定の売りに加え１ドル 156円台から一時 153円台へと円高が進ん

だことも重しとなり、日経平均株価は５万 7,000円を挟む展開が続いた。ただし、25日の日銀の審議

委員の後任人事案や 26 日の米エヌビディアの好決算を受けて一段高となり、５万 8,800 円台まで上

昇して月末を迎えた。 

 

2――予想以上の与党大勝で海外投資家の買い 
 

このように、２月の日本株式は日経平均株価の上昇幅が 5,527円になり、日経平均株価だけでなく

ＴＯＰＩＸも上昇率が 10％を超えるなど、１月を上回る上昇を記録した。海外では、米国株式や米ハイ

テク株式が横ばい、もしくはやや弱含んでいた。さらに衆議院選挙も選挙前にある程度、与党の勝利

は株価に織り込まれ上昇していた。それでも予想以上に大勝したことから、高市政権の安定化や経済

政策に対する期待が一段と高まり、海外投資家の大規模な買いが日本株式に入り、急伸する展開とな

った。 

 

東証 33業種別に見ても「サービス業」と「情報・通信業」を除く 31セクターが上昇し、「非鉄金

属」「不動産業」「ガラス・土石製品」「建設業」の上昇率が特に大きかった。 

 

3――株価の維持、上昇には業績の上振れが必要不可欠 

 

今後も堅調な日本企業の業績に加え、高市政権に対する期待感も引き続き追い風になり、日経平均

株価が６万円を試すタイミングが出てくるかもしれない。 

 

その一方で日本株式は１、２月と期待先行で上昇してきた面が強い。来期 2026 年度はＴＯＰＩＸベー

スで二けた増益が足元で予想されているが、予想されている増益分を考慮しても現在の株価は高水準

にある。株価が現状の水準を維持、もしくはさらに上昇し定着するためには、現在の業績見通しから

一段と拡大することが必要であると考えられる。 

 

そのため、今後は高市首相の政権運営と合わせて企業業績の拡大が加速するのか、その動向が重要

となる。ただし、株価が歴史的な高値圏にあるがゆえに、悪材料に対して敏感に反応しやすい点にも

警戒が必要となるだろう。 
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